
ステイクホルダー論及び戦略論に基づく事例研究の手法

― 157 ―

要旨

本稿では，社会的責任（Corporate Social Responsibility，CSR）論において社会性と経済

性を追求する企業戦略を検討するために，ステイクホルダー論及び戦略論について先行研究

のレビューを行い，研究動向と本研究への適用可能性を検討した。その結果をもとに，ステ

イクホルダー論及び戦略論に基づく事例研究の手法を提起した。事例研究の手法としては，

企業とステイクホルダーとの関係について，事象を時系列で整理し，ステージ区分を設けた

整理を行った上で，分析対象とする重要なステイクホルダーを特定し，その行動を記述す

る。さらに分類軸を設け，ステイクホルダーのタイプやこれに応じるための企業の戦略等を

示していく。また，戦略論の見地から，オープン・システム企業観に基づいた分析の枠組み

を用い，テクノロジー，企業ドメイン及びドメイン・コンセンサス等を考察していく。以上

のような一連の流れによって，企業活動における社会性と経済性を記述するための事例研究

の分析手法を提起した。
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１．背景と問題意識
近年の社会的責任（Corporate Social Responsibility，以下CSR）論では，企業としての責

任を全うしつつ存続と成長を図るとの見地から，企業が，社会性と経済性をともに追求しよ

うと志向することについて，戦略的CSR（Corporate Social Responsibility，以下CSR），共

通価値の創造（Creating Shared Value，以下，CSV）等のテーマのもと，学界及び経済界

においても盛んに議論されている。社会性と経済性をともに追求しようとする潮流は，2015

年9月の国連サミットにおいて全会一致で採択された「持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals；SDGs）」からも窺われる。ここでは，17の持続可能な開発のための目

標と169のターゲットが示されているが，これらの目標及びターゲットは，持続可能な開発

の三側面，すなわち経済，社会及び環境において，「統合され，不可分のものであり，調和

させるもの（integrated and indivisible and balance）」であると謳われている（United 

Nations，2015）。このように，社会性と経済性を調和させた成長が志向されている今，CSR

論においても，もはや社会性と経済性が背反するとの過去のロジックを乗り越えて，これら

を企業戦略レベルで如何に統合し，達成していくか，という議論の段階を迎えている。

上記の背景のもと，筆者は，社会性と経済性を追求する企業戦略の検討に取り組んでき

た。

CSR論において，社会性と経済性をともに追求しようとする研究には，前述のように，戦

略的CSRやCSVがある。戦略的CSRとは，William他（2011）によると，「企業が中長期的に

最大の経済的及び社会的価値を達成すべく，幅広いステイクホルダーの利益のために管理さ

れる企業の戦略的計画と中核的業務へCSRの総合的な視点を組み込むこと」である

（William他, 2011, p.40）。また，CSVとは，「企業が事業を営む地域社会の経済条件や社会状

況を改善しながら，みずからの競争力を高める方針とその実行（Porter & Kramer，2011，

p.66，邦訳p.11）」と定義されている。しかし，これらの戦略的CSRやCSVそのものの理論的

基盤は，明確に定まっているとは言えず，ステイクホルダー論や戦略論等の経営諸理論を取

り入れながら議論されている状況である。また，経営学の諸理論に基づいて，社会性及び経

済性が，なぜ，どのように達成されていくのか，といったプロセスを解明する研究の蓄積に
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ついても，未だ十分ではない。

そこで本稿では，社会性と経済性を追求する企業戦略の検討のために，あらためて，理論

的基盤を整理する。CSR論等において長く理論的基盤を担ってきたステイクホルダー論及び

戦略論に着目し，先行研究のレビューを通じて，研究動向と，本研究への適用可能性を検討

するとともに，ステイクホルダー論及び戦略論に基づいた研究手法を提起する。

２．先行研究の検討　～ステイクホルダー論～
ステイクホルダー論とは，企業が様々な利害関係者（ステイクホルダー）に取り囲まれて

いることを前提とし，企業の活動はステイクホルダーとの相互作用であり，企業の存続のた

めにステイクホルダーを管理するとともに，企業の社会的影響力を考慮してステイクホルダ

ーへ配慮した経営を行うことを主張した議論である。

ステイクホルダーとは，Freeman（1984）によれば，狭義には「その支援がなければ組

織が存在を停止してしまうようなグループ」であり，従業員，顧客，取引業者，関係する政

府機関，株主，金融機関等が挙げられる。広義には「組織の目標の達成に影響を及ぼすこと

のできる，また影響を被るグループ・個人」であり，地域社会，市民団体，政府機関，同業

者，競合企業，労働組合等が挙げられる。

ステイクホルダー論の理論展開は，Donaldson他（1995）によれば，規範的・技術的・記

述的と3つの側面に整理できる（図1，表1）。
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表１ ステイクホルダー論の3つの側面における研究手法 

側面 用途 研究手法 研究手法例 

規範的 企業の道徳的・哲
学的ガイドラインの
識別を含む，会社
の機能を解釈する 

企業の機能や管
理のための道徳的
または哲学的なガ
イドラインを識別す
る研究であり，理
論の中核 

理論研究 
企業倫理 
企業事故 等 

技術的 企業とステイクホル
ダーとの間，各々
の目標を，対比さ
せたり，接合させ
たりする 

ステイクホルダー
グループの管理と
企業の目標達成と
の関係を識別する
ために，経験的デ
ータを使用した研
究 

実証研究 
CSP-CFP 相関
研究 
CSP-CFP 媒介
経路の探索研
究 

記述的
実証的 

理論を記述するた
めに使用された
り，特定の企業の
特性や経営行動
を説明する 

経営者に対する，
ステイクホルダー
感度についての質
問調査や，法令・
裁判の判例といっ
た研究 

事例研究 

出所： Donaldson他，1995を参考に筆者作成 
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まず，規範的ステイクホルダー論とは，道徳的，哲学的考察を含んだ研究である。理論研

究を中心に，主として企業倫理や法令順守違反，企業事故等の研究で貢献してきた。

次に，技術的ステイクホルダー論とは，企業とステイクホルダー間での管理や目標達成度

合いについて経験的データを用いた実証研究である。特に米国では，社会業績（CSP：

Corporate Social Performance）と経済業績（CFP：Corporate Financial Performance）の

相関研究に多くの蓄積があり，最大の関心事である高CSPが高CFPに繋がるかという点につ

いては，弱い正の相関が報告されている段階である。

最後に，記述的ステイクホルダー論とは，理論を特定の企業で記述して説明しようとする

事例研究である。しかし，未だ研究例が少ない上に研究対象や研究手法が多様であり，統一

的な議論ができる段階には未だ至っていないと考える。

以上のステイクホルダー論の3つの側面に沿って，本稿への適用可能性の視点から，順に

検討を加える。

２．１．規範的ステイクホルダー論

規範的ステイクホルダー論とは，道徳的，哲学的考察を含んだ研究であり，理論研究を中

心とする。

ステイクホルダー論の体系的整理は，Freeman（1984）の『Strategic management: A 

stakeholder approach』に見ることができる。彼は，ステイクホルダーを定義するにあたっ

て，1963年のスタンフォード研究所の内部メモ「その支援がなければ組織が存在を停止して

しまうようなグループ（Freeman, 1984, p.31）」を引用し，従業員，顧客，取引業者，関係

する政府機関，株主，金融機関等を挙げている。その上で，自身は，「組織の目標の達成に

影響を及ぼすことのできる，また影響を被る，何らかのグループもしくは個人（Freeman, 

1984, p.25）」と再定義し，地域社会，市民団体，政府機関，同業者，競合企業，労働組合等

を挙げた。ここでは，ステイクホルダーの範囲の広範化と精緻化が見られる。彼の後，ステ

イクホルダーを契約関係の有無で1次（Primary）･2次（Secondary）に区分したCarroll

（1989，p.58） や， 直 接 の 経 済 的 交 換 関 係 の 有 無 で， 市 場（Market） と 非 市 場

（Nonmarket）に区分したLawrence他（2011，pp.8-9）など，数多くのステイクホルダー・

マップが提出されていることからも，Freeman（1984）のステイクホルダー論は，社会と

企業の相互関係を照射する枠組みを与えるものであった。

さらにFreeman（1984）は，企業にとって戦略的に重要であるステイクホルダーの特定

と優先順位付けへと議論を進め，企業の利害関係者の特定，戦略に照らし合わせた重要なス

テイクホルダーの優先順位付けと課題の絞り込み，戦略の実行と監視の重要性を指摘し，そ

の手法を詳述した。また，ステイクホルダーを軸とした戦略的マネジメントプロセスについ

ても詳述している（Freeman，1984，pp.83-153）。企業戦略（Enterprise Strategy）レベル
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においてステイクホルダー分析を組み込むプロセスや，ステイクホルダーを戦略的にマネジ

メントするための対応手法，ステイクホルダー戦略の策定プロセスなどを提起した。同書は

本来，『Strategic management』というタイトルが示すように，管理論的色彩の濃いもので

あったと考えられる。その意味で，Freeman（1984）のステイクホルダー論は，本稿の目

的である，社会性と経済性を追求する企業戦略の検討のために有効な筈であった。

しかし，このようなFreemanのステイクホルダー論に見られる戦略性は，限定的なもの

であったと考える。主に戦略性が発揮されているのは，ステイクホルダーからの要求が顕在

化した後の，ステイクホルダーの優先順位づけとそれに応じた資源配分の局面だからである。

これは，ステイクホルダーへの「応答」を基本とする姿勢によるものと考えられるが，第1

に，ステイクホルダーの顕在化された要求には応答できるものの，潜在的な問題に取り組む

には十分な手段を提示し得ない。第2に，潜在的な要求に応答し得ない以上，新たな価値を

能動的に創造する局面においては十分な手段を提示し得ないと考えられるのである。

Freemanのステイクホルダー論は，企業と外部環境との関係を理解する接近法として，

分析的な側面を発達させた。しかし，ステイクホルダーの範囲を，影響を及ぼすことのでき

る，また影響を被る主体にまで広範化したことにより，企業の経済的活動に直接影響を与え

るステイクホルダーのみならず，影響を及ぼすことのできる，また影響を被る周辺的なステ

イクホルダーの利害分析に注力することとなった。その結果，企業の社会的影響力を倫理的

側面から考慮し，ステイクホルダーへの配慮を主張することに重点が置かれ，経済性を追求

するためのステイクホルダー管理の議論については，漠然とした手続き論となったと考えら

れる。

以上の検討から，規範的ステイクホルダー論は，理論の中核として，企業と外部環境との

関係を理解するための様々な基本コンセプトや分析手法を提供しつつも，企業が新たな価値

の創造を図るような戦略の議論へ適用するには，限界があると考えられるのである。本研究

の目的である，社会性と経済性を追求する企業戦略の検討のためには，規範的ステイクホル

ダー論の理論的基礎をベースにしつつも，さらに戦略論等の別の理論が必要になると考える。

２．２．技術的ステイクホルダー論

技術的ステイクホルダー論とは，企業とステイクホルダー間での管理や目標達成度合いに

ついて経験的データを用いた研究であり，実証研究を中心とする。

技術的ステイクホルダー論においては，長期にわたり，企業の社会業績（CSP；

Corporate Social Performance）と企業の財務業績（CFP；Corporate Financial Performance）

との関係が，重要な焦点であった。これは，企業が採用する自由裁量的活動としてのCSR

が，企業の経済業績の改善に役立つか否か，との問題意識によるものである。

この関係を解明するのが，技術的ステイクホルダー論におけるCSP-CFP（Corporate 



― 162 ―

Social Performance - Corporate Financial Performance，社会業績‐財務業績）相関研究で

あり，米国を中心に，メタアナリシスによる研究も含めて数多く展開されてきた（表2）。

CSP-CFP相関研究とは，企業のパフォーマンスのうち，ステイクホルダーとの関係にお

いて社会的側面を担う要素をCSP，直接の財務業績をCFPとして，変数を構成し，両者間の

相関関係を見るアプローチである。

現在までに，CSP-CFPには，弱いながらも正の相関が指摘されている（Margolis他，

2007，2009，Peloza，2009等）。しかし，高CSPは高CFPをもたらすのか，CSP，CFPのい

ずれが説明変数か被説明変数か，それぞれの変数をどのような要素で構成すべきか等につい

ては，未だ結論は曖昧なままである。

日本では，岡本（2015）が，アンケート調査と財務データをもとにした統計解析の5年後，

10年後，20年後の検証を行い，「高CSPかつ高CFP企業が財務業績を悪化させる確率は，低

CSPかつ高CFP企業よりも低い」「高CSPかつ低CFP企業が財務業績の低迷を続けず／財務

業績を回復させる確率は，低CSPかつ低CFP企業よりも高い」といった結果を得，「業績の

6 

 

表2 CSP-CFP相関に関する代表的研究とその結果 

CSP→CFP CFP→CSP 相関なし 

低 CSP→低 CFP 

企業事故研究を対象としたイ

ベントスタディ等によって低

CSP→低 CFP はある程度明ら

かになっている 

高 CSP→高 CFP 

現在のところ，正の相関が見

られたものの非常に弱い 

Margolis（2007），Peloza

（2009） 

その他の可能性 

低 CSP→高 CFP 

高 CSP→低 CFP 

低 CFP→低 CSP 

 

高 CFP→高 CSP 

 McGuire（1988） 

 Wood（1995） 

その他の可能性 

低 CFP→高 CSP 

高 CFP→低 CSP 

Moskowitz(1972) 

Freedman,F.B.（1982） 

O’Neill（1989） 

Pava（1996） 

出所：筆者作成 

 

表3 CSP-CFP相関に関するメタアナリシスの代表的研究と結論 

研究 方法 結論 

Margolis
（2007） 
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低い企業が業績回復をしていく時，社会性が必要であり，社会性が低いと業績低迷の確率は

高くなる」とした上で，「社会性は高業績にとっての十分条件とは言えないが，少なくとも

必要条件ではある」といった結論を導いている。

数多くの相関研究やメタアナリシス研究にもかかわらずCSPとCFPの相関が曖昧なままで

ある原因としては，CSPやCFPの概念定義が不十分であることや，変数の設定上の問題等が

挙げられている。

今日では，CSPとCFPとの関係が，直線的な正または負ではなく，U字型である（Barnett

他，2012）といった指摘や，両者の関係が直接的ではないとして，様々な媒介変数の存在も

指摘されるようになった。

U字型であると報告したBarnett他（2012）は，1998年から2006年にかけての約6,000社に

ついて，CSPとCFPとの相関を検討した。その結果，両者の関係はU字型であるとの結論を

得，企業の行動やCSRに対するステイクホルダーの反応は，企業ごとに異なる結果をCSRに

もたらすと指摘した。企業がCSRに従事するには，コストがかかるが，これらのコストを相

殺することができるようステイクホルダーとの関係が改善された場合には，利益が得られる

との仮説を提示した。さらに，この仮説をもとに，CSPとCFPの関係には経路依存性があり，

そうした経路を構築できる能力，すなわち，CSRを通じてステイクホルダーとの関係を改善

す る 機 会 を 特 定 し， 行 動 し， 利 益 を 得 る 能 力 で あ る「SIC（stakeholder influence 

capacity）」の構築を提起している。

同様に，個別企業の能力に着目した研究に，岡田（2015）がある。岡田は，PorterのCSV

の論点を整理し，経済性投資と社会的価値との因果関係，また，社会性投資と経済的価値と

の因果関係の解明が重要になるだろうと指摘した。そして，今後は，社会性投資と経済性投

資との間に相乗効果を生み出す能力（社会経済的収束能力）をいかに獲得し発揮するかとい

う個別企業の能力が，企業価値の源泉として重要度を増すであろうと述べた。さらに，これ

らが企業の統合的価値となる因果関係を明らかにすること，こうした能力は，どのようにす

れば保有できるのかを明らかにしていくこと等を今後の課題として指摘している。

また，媒介変数については，制度的背景（Julian他，2013），社会的責任投資（Socially 

Responsible Investing；SRI）の影響（Barnett 他，2006），無形資産の影響（Surroca他，

2010），顧客ロイヤルティ拡大の影響（Sen他，2001）等が挙げられている。

これらの影響を取り除いて分析した時，CSPとCFPの相関はより明瞭になるとする報告も

提出されている。例えばWang（2016）は，発展途上国と先進国との間の市場や制度環境の

違いを影響要因として挙げ，これらの影響を緩和する方法を採って実証分析した結果，比較

的成熟した制度と効率的な市場メカニズムを備えた先進国のほうが，発展途上国よりも，

CSPとCFPの相関が明瞭に表れたと報告している。

以上のような現状は，Vishwanathan（2018）の指摘する通り，「現在の研究では，CSPと
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CFPとの関係が存在するかどうか（whether）を調べることから，CSPとCFPがどのように

つながり得るか（how）を明らかにすることに焦点が移っている」ことを示していよう。技

術的ステイクホルダー論によるマクロ視点での研究によって，多数の知見が蓄積されている

ものの，その限界もまた見え始めてきている。技術的ステイクホルダー論では，今後も，

CSPとCFPの相関関係に影響を及ぼす媒介変数の探索や，その影響を取り除いた時の相関の

分析が続けられていくことであろう。その一方で，今後はミクロ視点での研究によって，高

CSPが高CFPをもたらす相関関係や因果関係の経路の解明も望まれよう。それには，大量の

統計的データから個別企業の行為へと目を転じ，記述的ステイクホルダー論の研究によって

技術的ステイクホルダー論を補完し，さらなる知見を蓄積していく必要があるだろう。

２．３．記述的ステイクホルダー論

記述的ステイクホルダー論とは，理論を特定の企業で記述して説明しようとする事例研究

である。しかし，研究例が未だ少なく，研究対象や研究手法も多様で，統一的な議論ができ

る段階には至っていない。

現在，ステイクホルダー論の事例研究には，政策に関するものが多く見られ，土木建築，

環境，観光，保健福祉政策といった事例が多く，特定の企業について記述した論考は少ない

ようである。

記述的レベルの手法について，分析の視点，依拠する理論，記述内容等を整理する。

まず，分析の視点であるが，Steurer（2006）は，ステイクホルダー論を再整理し，規範

的・技術的・記述的レベルについてそれぞれ，3つの分析視点（企業，ステイクホルダー，

概念）が見られるとし，類型化した。そして，記述的レベルの場合，企業の視点では，ステ

イクホルダーに関する企業の特徴と行動に焦点が置かれ，企業は実際にどのようにステイク

ホルダーを扱うかが問われる。また，ステイクホルダーの視点では，企業に関するステイク

ホルダーの特徴と行動に焦点が置かれ，ステイクホルダーは何を期待し，何を主張するかが

問われる，と指摘した。

次に，依拠する理論であるが，Jawahar他（2001）は，記述的ステイクホルダー論を提起

するために，組織のライフサイクル理論，資源依存理論，プロスペクト理論，およびステイ

クホルダー管理戦略を統合している。Jawahar他の分析は，企業に視点を当てたものである

が，組織のライフサイクル理論に基づいて，企業をスタートアップ（Start-up Stage），新

興 成 長（Emerging Growth Stage）， 成 熟（Mature Stage）， 衰 退 / 移 行（Decline/

Transition Stage）の4つのステージに区分して記述していくことを提唱している。また，資

源依存理論に基づき，各々のステージで企業がどのステイクホルダーの資源にどの程度依存

しているかを指摘し，プロスペクト理論は，企業が資源配分の決定を行うための判断基準を

提供すると述べている。その上で，ステイクホルダー管理戦略を示し，企業は，ライフサイ
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クルの各段階で，重要なステイクホルダーが異なること，次の段階へ進展するにつれ，別の

ステイクホルダーの重要度が増してくること，各段階で重要となるステイクホルダーに応じ

た戦略を展開することを提唱している。

また，記述内容であるが，まず，前述のJawahar他（2001）の組織のライフサイクル理論

のように，事象を時系列で整理したり，ステージ区分を設けた整理が行われる。その際，企

業については，その行動を，経済性の面だけでなく社会性の面，すなわち，企業のCSR活動

やステイクホルダーとの関係性についても記述している。例えば，Polonsky（1995）は，時

系列で事象を整理し，企業の行動・業績，関係するステイクホルダーとその利害を概観して

いる（表4）。

続いて，分析の焦点が設定される。例えば，経営陣（CEO，取締役会等）の構成や影響

8 

的・記述的レベルについてそれぞれ，3つの分析視点（企業，ステイクホルダー，概念）が見られる

とし，類型化した。そして，記述的レベルの場合，企業の視点では，ステイクホルダーに関する企業

の特徴と行動に焦点が置かれ，企業は実際にどのようにステイクホルダーを扱うかが問われる。ま

た，ステイクホルダーの視点では，企業に関するステイクホルダーの特徴と行動に焦点が置かれ，

ステイクホルダーは何を期待し，何を主張するかが問われる，と指摘した。 

次に，依拠する理論であるが，Jawahar他（2001）は，記述的ステイクホルダー論を提起するため

に，組織のライフサイクル理論，資源依存理論，プロスペクト理論，およびステイクホルダー管理戦

略を統合している。Jawahar他の分析は，企業に視点を当てたものであるが，組織のライフサイクル

理論に基づいて，企業をスタートアップ（Start-up Stage），新興成長（Emerging Growth Stage），成

熟（Mature Stage），衰退/移行（Decline/Transition Stage）の4つのステージに区分して記述してい 

 

表4 Polonsky(1995)の事例研究 ～マクドナルド社の環境問題への対応 

時期 経営行動 ステイクホルダー 利害 
70 年代 パッケージを紙製

からポリスチレンに 
環境保護団体 
メディア 
消費者 
研究機関 

消費者の森林保護意識の高揚 
情報発信の影響力 
紙使用への懸念 
課題の調査と問題解決 

80 年代 パッケージをリサイ
クルポリスチレンに
変更 

環境保護団体 
研究機関 
メディア 
消費者 
政府 
サプライヤー 
リサイクル業者 
企業 

温暖化を告発 
オゾン層破壊の発見 
温暖化についての報道 
ポリスチレン使用への懸念 
温暖化対策の長期計画 
パッケージ素材変更の要求 
需要増大と素材の収集 
リサイクルポリスチレンの使用 

90 年代 パッケージをポリス
チレンから紙製に
戻す 

環境保護団体 
研究機関 
消費者 
リサイクル業者 

オゾン層破壊とポリスチレンの関係を主張 
科学的知見の公表 
全ポリスチレンの変更を期待 
代替損失を考慮するよう要求 

出所： Polonsky(1995)をもとに筆者作成 

 

表5 Jawahar(2001)による組織のライフサイクルでの整理 

ライフサイクルの 
ステージ 

資源配分・意思決
定の枠組み 

一般的に重視されるステイクホルダーと 
ステイクホルダー戦略 

スタートアップ 
(Start-up) 

損失 1 次ステイクホルダー：積極戦略 
2 次ステイクホルダー：防衛や反動リスク戦略 

新興成長 
(Emerging Growth) 

利益 債権者，従業員，サプライヤー，業界団体：積極戦略 
株主，顧客，政府，地域社会，環境団体：リスク回避戦略 

成熟 
(Mature ) 

利益 全ステイクホルダー：積極戦略，リスク回避戦略 

衰退/移行
(Decline/Transition ) 

損失 1 次ステイクホルダー：積極戦略 
2 次ステイクホルダー：防衛や反動リスク戦略 

出所： Jawahar(2001)をもとに筆者作成 
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出所： Polonsky(1995)をもとに筆者作成 

 

表5 Jawahar(2001)による組織のライフサイクルでの整理 

ライフサイクルの 
ステージ 

資源配分・意思決
定の枠組み 

一般的に重視されるステイクホルダーと 
ステイクホルダー戦略 

スタートアップ 
(Start-up) 

損失 1 次ステイクホルダー：積極戦略 
2 次ステイクホルダー：防衛や反動リスク戦略 

新興成長 
(Emerging Growth) 

利益 債権者，従業員，サプライヤー，業界団体：積極戦略 
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出所： Jawahar(2001)をもとに筆者作成 
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力を確認したもの（Godos他，2011），CSR活動が従業員の行為や心理に及ぼす影響（Bolton

他，2011），組織文化等の無形資産の重要性（Surroca他，2010）等が論じられる。手法とし

ては，インタビューやアンケート調査を用いられることが多い。

前述のように，経営者や従業員といった企業内部のステイクホルダーについては，掘り下

げた詳細な記述がなされる一方で，企業と企業外部のステイクホルダーとの関係についての

研究事例は少ない。また，企業外部のステイクホルダーについては，掘り下げて記述するこ

となくその属性と行動を単一的に記述される傾向にある。この点については，高岡他（2003）

が指摘したステイクホルダー論の課題，すなわち，画一性（ステイクホルダーグループ内の

構成者を同質と一括りにする）・連関性（ステイクホルダー間の繋がりを捉えていない）・静

態性（ステイクホルダーの変化を捉えていない）の問題が，特に企業外部のステイクホルダ

ーについては顕著に表れやすく，研究上留意すべき点であると考える。

こうして，事象を整理し，ステイクホルダーの行動を記述した上で，いくつかの研究にお

いては，さらに分類軸を設け，ステイクホルダーのタイプやこれに応じるための企業の戦略

等が示される（表6）。分類軸としては，企業とステイクホルダーとの間での，利害，脅威，

必要性等が，相互影響関係を把握する概念として用いられている。

例えば，Savage（1991）の事例研究では，企業にとってのステイクホルダーを，縦軸：

潜在的な支援の可能性の高低，横軸：潜在的な脅威の可能性の高低の軸で，4象限に分類し

ている（図2）。企業にとって一番重要なのは，右肩の，支援が高く脅威が低い，支援的ステ

イクホルダーであるという。

Savageは，ステイクホルダー戦略の事例として，倒産した航空会社イースタンエアライ

ンと，関係するステイクホルダー，特に機械工組合との関係の変化を，この分析の枠組みに

よって示そうとした。1980年代に，イースタンエアライン社は，業績が悪化したため，賃金

カットを提示したが，これに失敗し，労働組合はストライキで対抗した。同社は，企業買収

で収益の立て直しを図ったものの，これも増益につながらず，結局，破産して，機材や路線

も売却してしまった。この経営行動に対して，それまで賛同ステイクホルダーであった旅行

代理店や支援的ステイクホルダーであった個人の客，ツアー会社等も，ことごとく非協力的

ステイクホルダーに変化してしまった，という経緯を記述している。Savageはこの論文で，

賃金カットや資産売却等の企業行動の影響による，ステイクホルダーの変化の態様を記述し

て示した。

また，Friedman（2002）の事例研究では，企業とステイクホルダーとの関係を，縦軸：

相互の関係性の良し悪し，横軸：相互の必要性の良し悪しの軸で，4象限に分類している

（図3）。例えば，必要性が高く関係も良好な場合は，これを悪化させない「防衛」を戦略と

し，必要性が高いにもかかわらず関係が悪い場合は，「和解」戦略を採る，という。

Friedmanは，ステイクホルダー戦略の事例として，英国石油会社と環境NGOグリーンピ
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ースとの関係の変化を，この分析の枠組みによって示そうとした。なお，この時の企業とは，

特定の一企業ではなく，グリーンピースにとって当時関係があった複数の企業とされている。

1971年のPhase1では，企業は，グリーンピースを無視するか敵対していた。1980年代中

盤までのPhase2では，当時，地球規模での環境問題としてクローズアップされてきたオゾ

ンホールが発見されたものの，その原因となる企業の特定が困難であったため，原因の特定

のために，企業がグリーンピースの力を借り，グリーンピースも資金援助を受けるなど，企

業と接近していった。1980年代末～1990年代初頭のPhase3では，米国で反環境活動が興隆

し，グリーンピースは，環境テロリストと見なされるようになり，企業との関係性が後退す

る。そして，2000年頃のPhase4では，地球温暖化等をめぐる国際会議の場で持続可能な開

発が提唱されるなど，世界的レベルで環境に対する意識が高まったことにより，倫理や環境

問題のスクリーニングができる実力のあるNGOと企業との戦略的提携が浮上してきた。グ

リーンピースは，他のNGOと協力して，問題解決行動へのアプローチを提唱し始めたとい

う。ここで初めてグリーンピースは，企業との間で，良好ではないものの必要性が高い関係

10 

表6 ステイクホルダーの分析軸と分類方法 

論者 分類軸 Type 分類 実証／事例 

Polonsky(1
995) 

利害関係の方向性 1 軸 3 分類 ポジティブ，ネガティブ，
双方向 

（ステイクホルダー） 

事例（マクドナルド
社） 

Buysse 
(2003) 

環境問題への対応姿勢 1 軸 3 分類 反発，公害防止，リーダ
ーシップ 

（戦略） 

実証（ベルギーの
197 社） 

Fassin 
(2009) 

利害への対処の仕方 1 軸 3 分類 ステイクホルダー，圧力
団体，監視者 

（ステイクホルダー） 

－ 

Henriques 
(1999) 

感応の哲学 1 軸 4 分類 反発，防御，調和，賛同 
（戦略） 

実証（カナダの 750
社） 

Savage 
(1991) 

潜在的支援×脅威の可
能性 

2 軸 4 分類 協調，包含，防衛，監視 
（戦略） 

事例（航空会社と組
合） 

Friedman 
(2002) 

必要性×関係性 2 軸 4 分類 防衛，日和見，排除，和
解 

（戦略） 

事例（企業とグリーン
ピース） 

Mattingly 
(2006) 

制度的／技術的×強み
／弱み 

2 軸 4 分類 制度強，制度弱，技術
強，技術弱 

（ステイクホルダー） 

実証（293 社） 

Reed 
(2009) 

利害×権力 2 軸 4 分類 大衆的，支配的，背景
設定的，中心的 

（ステイクホルダー） 

－ 

Mitchel 
l(1997) 

パワー×正当性×緊急
性 

3 軸 8 分類 休眠，裁量，要求，支
配，危険，依存，決定，
非 （ステイクホルダー） 

－ 

出所： 筆者作成 
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となり，和解の象限に入っている。Friedmanは，この論文で，ステイクホルダーの行動に

焦点を当て，地球環境問題を介した企業との関係の変化の態様を，長期間にわたって記述し

て示した。

以上，記述的ステイクホルダー論の研究動向を概観した。記述的ステイクホルダー論は，

研究例が未だ少なく，研究対象や研究手法も多様で，模索状態にあり，統一的な議論には至

っていない段階と考えられる。しかし，研究手法については，概ね，事象を時系列で整理し

図2 Savage(1991)の事例研究 ～イースタンエアライン社の事例～ 

賛同ステイクホルダー 

との協調 
 

旅行代理店 

連邦司法制度 

債権者 

パイロット組合 

フライトアテンダント連合 

支援的ステイクホルダー 

の包含 
 

テキサス航空の役員 

非組合従業員 

潜在的な買い手 

個人の客 

ツアー会社 

航空供給者 
非協力的ステイクホルダー 

からの防衛 
 

労働組合 
事業者組合，連合 

他の航空会社 

周辺ステイクホルダー 

の監視 
 

訓練学校 
サプライヤー 

出所： Savage(1991)をもとに報告者作成 

組織の脅威についてのステイクホルダーの可能性 

組織との協調に 
ついてのステイクホ

ルダーの可能性 

高い 低い 

高い 

低い 

図3 Friedman(2002)の事例研究 ～企業と環境NGOグリーンピースの事例 

防衛 日和見 

和解 排除 

出所： Friedman(2002)をもとに報告者作成 
 

関係 良好 

関係 不良 

（相互の関係性） 

必要性 高 必要性 低 （相互の必要性） 

Phase1 Phase2 

Phase3 

Phase4 現在 

‘80 末～’90 初 
’80 中 

‘71 
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たり，ステージ区分を設けた整理を行った上で，分析対象とすべき重要なステイクホルダー

を設定し，その行動を記述した上で，さらに分類軸を設け，ステイクホルダーのタイプやこ

れに応じるための企業の戦略等を示すといった，一連の分析の流れも見えてきた。これは，

伝統的なステイクホルダー論の議論の展開方法である，ステイクホルダーの認識，ステイク

ホルダーの利害の分析，ステイクホルダーのマネジメントへ言及していく，との流れに沿っ

たものである。

ここまで，規範的・技術的・記述的の3つの側面で整理してきたステイクホルダー論につ

いて，次節では，全体を概観し，その貢献と限界を指摘する。

２．４．ステイクホルダー論の貢献と限界

ステイクホルダー論の貢献は，ステイクホルダーという概念によって，企業と，企業を取

り巻く外部環境との関係を，より具体的に把握，分析することを可能にした点である。一方

で，ステイクホルダー論の限界は，行為と結果の因果関係，そしてその理由までを明確にす

る理論ではないという点だと，筆者は考えている。

狭義のステイクホルダーの定義が示す「その支援がなければ組織が存在を停止してしま

う」因果関係については，CSP-CFP相関研究やイベントスタディ等を通じて，企業事故等

によりステイクホルダーの支援を失えば企業の存続と成長が損なわれることが明らかになっ

てきている。従って，企業倫理，法令遵守等の研究において，この理論は有効であろう。し

かし，広義のステイクホルダーまでを包含し，企業が社会性を高めれば，社会は企業を支援

し，企業は存続し成長するのかという点については，未だ曖昧なままである。

前述のように，岡本（2015）は，日本企業の20年分のデータによる実証研究の結論とし

て，「社会性は高業績にとっての十分条件とは言えないが，少なくとも必要条件ではある」

としている。確かにFreemanは，広義のステイクホルダーについては，「組織の目標の達成

に影響を及ぼすことのできる（can affect）」と慎重に述べており，広範なステイクホルダー

が企業の業績に影響を及ぼすか否かは，ケースバイケースである余地を残している。CSP-

CFP相関研究によってマクロ的な傾向を見ることはできるが，なぜ相関しているのか，それ

はどのような因果関係によるものなのか等については，十分な解答を与えることができず，

また別の検討が必要であろう。

ステイクホルダー論が，科学理論として完成されるためには，規範的レベルの主張につい

て，因果関係とその理由が論理的・整合的に説明される必要がある。しかしながら，ステイ

クホルダー論は，Key（1999）が「プロセスを説明する文脈や因果律のない “理論” は，理

論の要件を満たしているとは言い難い」と指摘したように，未だ理論としての完成途上にあ

るとも言えよう。今後は，理論の中核である規範的ステイクホルダー論をベースに，技術的

ステイクホルダー論でのマクロ視点からの知見を手掛かりにしつつ，記述的ステイクホルダ
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ー論によってミクロ視点での知見を，事例研究を通じて蓄積し，補完していく必要があると

考える。

そして，こうしたステイクホルダー論を，社会性と経済性を追求する企業戦略の検討に，

理論として適用するならば，ステイクホルダー論の中で，因果関係等が明確になっている部

分はどこか，どのような条件で適用できるのかを峻別した上で適用する必要がある。さらに，

“社会性と経済性の追求” が成立している事例，ステイクホルダー間の影響関係が比較的明

確に指摘できる事例を選定し，それが，なぜ，どのように成立しているのかを詳しく解明し

ていく必要があるだろう。

記述的ステイクホルダー論による研究を進めていくならば，ステイクホルダーの取り扱い

についてもまた，配慮が必要である。例えば，ステイクホルダーグループ内の構成者を同質

と一括りにすること，ステイクホルダー間の繋がりを捉えていないこと，ステイクホルダー

の変化を捉えていないことといった，画一性・連関性・静態性の問題（高岡他，2003）に配

慮する必要がある。これらの課題の克服には，例えばMitchell他（1997）がステイクホルダ

ーを，パワー×正当性×緊急性の3軸で，休眠，裁量，要求，支配，危険，依存，決定，非

ステイクホルダーと8種に識別したように，ステイクホルダーの属性を踏まえた検討が必要

であろう。また，Friedman他（2002）が，環境保護団体と英国石油会社との関係の変化に

関する事例研究を行ったように，数十年分にわたるステイクホルダー自身の変化や相互関係

の変化を記述していくような検討も必要であろう。

以上の検討をもとに，今後，社会性と経済性を追求する企業戦略研究の理論的基盤として

ステイクホルダー論をいかに取り扱っていくか，本稿の見解をまとめる。

本研究では，ステイクホルダー論に基づく事例研究の手法を採用することとする。分析手

法としては，伝統的なステイクホルダー論の議論の展開方法に沿って，ステイクホルダーの

認識，ステイクホルダーの利害の分析，ステイクホルダーのマネジメントへと進めていく。

具体的には，事象を時系列で整理し（Polonsky，1995），ステージ区分を設けた整理を行っ

た上で，分析対象とする重要なステイクホルダーを設定し（Jawahar，2001），その行動を

記述した上で，さらに分類軸を設け（Savage，1991，Friedman，2002等），ステイクホル

ダーのタイプやこれに応じるための企業の戦略等を示すといった，一連の分析の流れを採用

したいと考える。

しかしここで，企業の戦略へと検討を進めようとした時に，企業と外部環境との関係把握，

分析の方向へと進化を遂げてきたステイクホルダー論では，企業の戦略を検討していくため

の理論基盤を十分に提供し得ないのである。よって，企業戦略に繋げる議論のためには，さ

らに，戦略論等の経営諸理論を取り入れていく必要があると考えられる。
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３．先行研究の検討　～戦略論～
戦略論では，企業の戦略を論じる際，しばしば，企業の外部環境にも言及される。そもそ

も経営戦略とは「組織がその目的を達成する方法を示すような，現在並びに予定した資源展

開と環境との相互作用の基本パターン」（Hofer他，1978）であるならば，戦略とは，企業の

外部環境適応でもある。その際の外部環境とは，従来の戦略論では多くの場合，経済的環境

を指していた。しかし本研究では，外部環境の中でも経済的環境に限定されない社会的環境

の部分をも対象とすることになる。従って，本稿での先行研究のレビューに際しては，まず，

CSR論，とりわけ，戦略的CSR論に関する論考において，どのような理論に基づいているか

を確認した。その上で，戦略論へと視野を広げ，企業と外部環境たる社会との関係性につい

て言及されたものを，少し幅広くレビューすることとした。

３．１．CSR論における戦略論

CSR論において，社会性と経済性の追求を論じてきた研究に，戦略的CSRがある。

戦略的CSRとは，「企業が中長期的に最大の経済的及び社会的価値を達成すべく，幅広い

ステイクホルダーの利益のために管理される企業の戦略的計画と中核的業務へCSRの総合的

な視点を組み込むこと（William他, 2011, p.40）」であった。

14 

相互作用の基本パターン」（Hofer他，1978）であるならば，戦略とは，企業の外部環境適応でもあ

る。その際の外部環境とは，従来の戦略論では多くの場合，経済的環境を指していた。しかし本研

究では，外部環境の中でも経済的環境に限定されない社会的環境の部分をも対象とすることにな

る。従って，本稿での先行研究のレビューに際しては，まず，CSR論，とりわけ，戦略的CSR論に関

する論考において，どのような理論に基づいているかを確認した。その上で，戦略論へと視野を広

げ，企業と外部環境たる社会との関係性について言及されたものを，少し幅広くレビューすることと

した。 

 

３．１．CSR 論における戦略論 
CSR論において，社会性と経済性の追求を論じてきた研究に，戦略的CSRがある。 

戦略的CSRとは，「企業が中長期的に最大の経済的及び社会的価値を達成すべく，幅広いステ

イクホルダーの利益のために管理される企業の戦略的計画と中核的業務へCSRの総合的な視点

を組み込むこと（William他, 2011, p.40）」であった。 

戦略的CSR論において，これまで，どのような理論，分析の枠組みで論じられてきたかを確認す

る（表7）。ここからは，CSR論の前提としてステイクホルダー論を用いつつも，さらに他の経営理論を

必要とすることが確認できる。この点については，Vishwanathan（2018）が，CSR研究の理論的基礎

が，多岐に亘っており，複数の異なる基礎分野に由来し，しばしば完全に相容れないものであるた

め，理論的に折衷的かつ断片化した状態になっている，と指摘している通りである。 

 

表7 戦略的CSR論における理論／分析の枠組み 

理論／分析の枠組み 論者 テーマ 測定対象 
Porter & Kramer(2006)の
CSR の分析の枠組み 

Park(2015) グローバルビジネスにお
ける CSR 

インドネシアにおける韓国・日本
企業の戦略的 CSR プログラム 

制度理論 Reimann(2015) 新興国における CSR へ
の多国籍企業の子会社
の戦略的コミットメント 

行政の距離の役割，子会社の
サイズ，ホスト国での経験 

制度理論＋ステイクホル
ダー論 

Hah(2014) アジアの新興国におけ
る多国籍企業の正統性 

ホスト国と子会社の関係，CSR
の局面 

ステイクホルダー論＋組
織間関係論 

Zhang(2014) 中国におけるサプライチ
ェーンへの寄付が及ぼ
す影響 

経済業績（ROA 等）と社会業績
（寄付額等） 

Carroll の分析の枠組み＋
Porter & Kramer の CSV 

水尾(2014) グローバルビジネスにお
ける CSR 

ヤクルトの BOP ビジネスによる
健康改善効果，顧客開拓，市場
浸透 

社会的資本 李(2014) 社会的資本と持続可能
なサプライチェーン管理 

社会的資本，サプライチェーン
管理成果，CSR 成果の関連性 

水尾及び Carroll の分析
の枠組み＋BSC 

伊吹(2014) CSR と戦略の融合 ステイクホルダーを通じた競争
力の強化事例 

RBV＋組織間関係論＋ス
テイクホルダー論 

横山(2003) NPO との協働による企
業の社会戦略 

両組織の資源の経時的変化 

出所：筆者作成 
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戦略的CSR論において，これまで，どのような理論，分析の枠組みで論じられてきたかを

確認する（表7）。ここからは，CSR論の前提としてステイクホルダー論を用いつつも，さら

に他の経営理論を必要とすることが確認できる。この点については，Vishwanathan（2018）

が，CSR研究の理論的基礎が，多岐に亘っており，複数の異なる基礎分野に由来し，しばし

ば完全に相容れないものであるため，理論的に折衷的かつ断片化した状態になっている，と

指摘している通りである。

本研究で，ステイクホルダー論に加え，戦略論を取り入れていく場合には，両論の整合性

に配慮していく必要がある。

続いて，戦略論へと視野を広げ，企業と外部環境たる社会との関係性について言及された

ものを，少し幅広くレビューした。このとき留意したのは，その戦略論が想定している企業

観と外部環境観である。ステイクホルダー論と整合性を持ち得る企業観と外部環境観を有す

る戦略論である必要がある。

先行研究を探索した結果，多様な戦略論の中でも特に，コンティンジェンシー理論をベー

スに組織の行為を動的に捉えようとした，Thompson（1967）に注目することとした（1）。

３．２．オープンシステム企業観

企業の外部環境適応に焦点を当てた戦略論として，本稿では，Thompson（1967）のオー

プン・システム企業観に着目した。彼は，企業は，閉鎖されたクローズド・システムではな

く，外部環境との間で相互依存関係にあり，その行為は動的に捉える必要があると主張して

おり，こうした企業観が，ステイクホルダー論，つまり，企業と社会との関係を論じる立場

との整合性の面から，適切と考えたためである。

Thompson（1967）は，それまでの経営学，特に組織論を概観した上で，従来の合理的な

科学的管理法は，組織に閉鎖性を仮定することによって，すなわち，より大きな環境からの

不確実性を除去し，組織を概念的に閉ざしてしまうことによって成立していることを指摘し

た。しかし現実には，組織はより大きな環境との間での相互依存関係にあり，コントロール

や予測が困難な影響力の下にあるため，意外性や不確実性の介在を予期せざるを得ないとし

ている。そこでThompsonは，組織を「半閉鎖的，半合理的」なものとして捉えることを提

唱する。つまり，組織を「オープン・システムとして，すなわち不確定的でありかつ不確実

性に直面するものとしてとらえる。しかしながら同時に，合理性の基準の対象として，すな

わち，確定性と確実性を要求するものとして考える」ことを提起するのである（p.12）。

オープン・システム企業観を採った時，企業の行動は，テクノロジーという概念で把握で

きるとThompsonは述べている。これは，企業は外部環境との間で相互依存関係にあるオー

プン・システムであるとすると，企業は，不確実性に直面するため，それへの対処が，企業

の中心的課題となる，そして企業は，不確実性に対処するために，望ましい成果を生む合理
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性としての「テクノロジー」を運用しようとするのだという。

テクノロジーの型として，Thompsonは以下を挙げている。

（1）長連結型テクノロジー（long-linked technology）

連続的な相互依存性に基づく　（例）大量生産の組み立てライン

（2）媒介型テクノロジー（mediating technology）

相互依存関係にある主体を結びつける　（例）顧客との結びつき

（3）集約型テクノロジー（intensive technology）

専門的技法を結びつける　（例）総合病院での治療

以上より，本研究では，組織をオープン・システムと捉え，資源依存理論に基づいてステ

イクホルダーとの間でのインプットとアウトプットの分析を試みる。さらに，インプットか

ら望ましいアウトプットを生み出す行為手段であるテクノロジーについても，記述していく

こととする。

３．３．企業ドメインとドメイン・コンセンサス

企業の行為を動的に捉えようとしたThompson（1967）は，組織が複数のテクノロジーの

マトリックスに依拠して成り立っており，各々のテクノロジーが何に依存しているかを分析

することが，組織の行為の理解につながると指摘している。この依存関係とは，①事業の範

囲，②サービスを受ける対象，③提供するサービスに関して組織が主張するそれ自体の縄張

り，から成っており，Thompsonはこれらを「組織のドメイン（Organization's domain）」

によって分析していくことを提起している。

Thompsonは，オープン・システム企業観を前提とすると，企業の行動を，企業ドメイ

ン（2）として分析することが有効だと述べる。

ドメインについて，Thompsonは，Levine他（1961）の研究を引用し，（１）製品やサー

ビスの範囲，（２）製品やサービスを受ける対象となる主体，（３）提供する製品やサービス

に関して，組織が主張するそれ自体の縄張りから成っており，あらゆる組織が確立すべきも

のといった説明をしている。また，石井他（1996）は，「諸環境の中で組織体がやり取りす

る特定領域」「企業が現在と将来を通じてどのような社会的使命や社会的価値を実現しよう

と考えているのかを社内外に表明する基本的手段」と定義している。

それでは，ドメインの枠組みにおいて，外部環境はどのように捉えられるのだろうか。

Thompson（1967，p.34）は，単に「環境」では「それ以外のものすべて（Everything 

else）になってしまう」として，タスク環境（Dill，1958）の概念を用いて論じている。タ

スク環境とすることによって，環境を，企業の「目標設定と目標達成に関連」した部分に限

定しようと試みるのである。同様にDaft（2001，pp.87-88）も，「広い意味で環境は無限で

あり，組織の外にあるものすべてが含まれる」。しかし「環境の中で特に組織が敏感に反応
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し，生き残るために反応しなければならない側面についてだけを考える」「組織にとっての

環境とは，組織の境界の外に存在し，組織の全体または一部に影響を与え得る要素のみをい

う」として，環境の各領域（セクター）内のドメイン（自分の活動のための部分）を分析し

ている。Daft（2001，pp.88-89）は，組織と外部環境たる諸セクター（一般環境とタスク環

境から成る）との間の重複関係を，ドメインとして示している。このように，ドメインの概

念を用いれば，外部環境についても，その範囲を「何もかも」ではなく，当該企業の目標設

定と目標達成に関連した範囲に限定できるのである。これらの外部環境認識は，ステイクホ

ルダー論の狭義及び広義のステイクホルダー定義と整合的であると考えられる。

さて，企業ドメインで議論されるのは，経営理念，事業構造，ドメイン・コンセンサスと

いったテーマである。ドメインを定義することは，基本理念を保持・追求していくこと（石

井他，1996，p.93）であり，組織の存在理由（Thompson，1967，p.36）を定義することと

される。

そこで，さらにドメイン・コンセンサスによる考察へと進めていく。

ドメイン・コンセンサスとは，「組織が何をし，何をしないかということについて，組織

メンバーならびに彼らと相互作用の関係にある人々の双方の期待の集合を規定する」ことで

ある（Thompson，1967）。経営者側のドメイン定義という集合と，顧客などを含む外部環

境がそのドメインについて持っている認識という集合とが重なり合う，積集合に相当する部

分である。重なる部分が大きいほど，その企業のドメインは社会的に認知されていると見な

される（榊原，1992）。組織は，組織が依存している環境から，主張しているドメインを認

知されることによって，インプットから望ましいアウトプットを生み出すことができるので

ある。つまり，ドメイン・コンセンサスは，どれだけその企業の社会的使命や社会的価値

が，世の中に受け入れられているのかその指標となるもの，と考えられる。こうして社会的

認知が得られた時，消費者の購買行動に繋がり，財務上の利益である対価，経済性が獲得で

きるものと考えられる。

以上の議論は，本稿における社会性と経済性を追求する企業戦略の検討のための前提とし

て必要な諸条件を，適切に説明している。彼らは，オープン・システム企業観に立ち，企業

と外部環境との関係を論じている。外部環境は，タスク環境とすることによって，企業の外

部環境を，企業の目標設定や目標達成に関連させている。インプットから望ましいアウトプ

ットを生み出す手段は，テクノロジーと呼ばれ，そのテクノロジーが何に依存しているか分

析する概念として，企業ドメインを提起している。このドメインの概念を用いれば，事業の

範囲や提供するサービスに関して組織が主張するそれ自体の縄張りを分析することにより，

社会性と経済性をともに達成できる事業をどのように取捨選択するのかという，企業の行為

を明らかにすることができると考えられる。

社会性と経済性を追求する企業戦略の検討を進めていくためには，まずは，企業と外部環
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境との境界を明確にした上で，当該企業の事業の範囲や責任の範囲がどこまでなのかを問い，

そのために事業の範囲を取捨選択して規定する必要性が生じる。戦略とは，一種の選択であ

り，特にCSRは自発的・裁量的な側面を帯びているため，そこにおいては何に取り組むかと

いう取捨選択が一層問われるためである。さらに，外部から当該企業にいかなるインプット

が入力されるのかを識別し，いかなる戦略で事業を遂行して責任を全うするアウトプットを

生み出し，環境に適応していくのか，という内部プロセスを問う必要性が生じる。また，こ

れらの議論は，抽象的なものに終始しないよう，具体的な分析ができる理論的枠組みを備え

たものであることが求められる。

以上の先行研究をもとに，まず，ステイクホルダー論の分析の枠組みを用いて，事象の整

理を行った上で，戦略論に基づき，企業のインプットとアウトプット及びテクノロジーを確

認する。さらに，企業の経営行動の変化を，ドメインの変化として捉えるとともに，ステイ

クホルダーとの間で形成されたドメイン・コンセンサスを考察していく。

４．ステイクホルダー論及び戦略論に基づく事例研究の手法
本稿では，ステイクホルダー論と戦略論の先行研究をレビューしてきた。ここで，社会性

と経済性を追求する企業戦略の検討のための，ステイクホルダー論及び戦略論に基づく事例

研究の手法について提起する。

本研究では，CSR論の理論的基盤を担ってきたステイクホルダー論をベースに，戦略論の

見地を加え，社会性と経済性をともに追求する企業戦略を検討していくこととする。

ステイクホルダー論においては，規範的ステイクホルダー論を理論の中核とし，技術的ス

テイクホルダー論における多数のCSP-CFP相関研究等で得られたマクロレベルでの知見を

参考にしつつも，ミクロレベルでの企業の行動と外部環境との影響関係を観察する記述的ス

テイクホルダー論として，事例研究の手法を採用することとしたい。

分析手法としては，伝統的なステイクホルダー論の議論の展開方法に沿って，ステイクホ

ルダーの認識，ステイクホルダーの利害の分析，ステイクホルダーのマネジメントへと進め

ていく。具体的には，事象を時系列で整理し，企業の行動・業績を概観するとともに，関係

するステイクホルダーとその利害を概観する（Polonsky，1995）。続いて，組織のライフサ

イクルの視点から，ステージ区分を設けた整理を行った上で，分析対象とする重要なステイ

クホルダーを特定し，その行動を記述する（Jawahar，2001）。さらに，分類軸を設け，ス

テイクホルダーのタイプ（脅威／支援の可能性）等の視点から分類し，その変化を分析する

（Savage，1991，Friedman，2002等）。

その上で，戦略論の見地から，ステイクホルダーに応じるための企業の戦略を検討してい

く。オープン・システム企業観に基づいて，企業のインプットとアウトプットを明らかに

し，外部環境との相互依存関係を分析する。さらに，企業内部で運用されたテクノロジーを
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指摘し，このテクノロジーが，何に依存しているかを分析していく。依存とは，①事業の範

囲，②サービスを受ける対象，③提供するサービスに関して組織が主張するそれ自体の縄張

りであり，これが企業ドメインである。

前段のステイクホルダーとの関係を通じて，企業ドメインの変化が観察できれば，企業

が，ステイクホルダーに対応した，社会性追求のプロセスの一端を示すことができるであろ

う。また，企業ドメインを変化させるとともに経済性を獲得していた場合，ドメイン・コン

センサスを考察していく。認知されたドメイン・コンセンサスが観察できれば，企業が，ス

テイクホルダーに対応した結果，経済性もまた追求できたというプロセスの一端を示すこと

ができるであろう。

本研究では，こうした，ステイクホルダー論と戦略論に基づいた一連の分析の流れを採用

したいと考える。

本稿では，ステイクホルダー論の貢献と課題を踏まえ，ステイクホルダーの認識と利害分

析を記述する枠組みに加え，戦略論の見地から企業活動の社会性と経済性を記述する枠組み

とを連動させながら，その変化を動的に記述していく分析手法を提起した。

以上を通じて，企業戦略における社会性と経済性の追求のプロセスを論じるための事例研

究の手法として提起したい。

５．今後の研究
今後の研究では，本稿で提起した事例研究の手法に基づいて，具体的な事例の検討を進め

ていく。企業戦略における社会性と経済性の追求のプロセスを論じることのできる適切な事

例を選定して，企業とステイクホルダーとの関係性を分析し，企業戦略を検討し，複数の事

例を蓄積していく。その際は，ケーススタディの方法（Eisenhardt，1989，Yin，1994）の

視点から，研究手法を精査し，分析的一般化を目指していく。

これらの事例研究を通じて，なぜ社会性と経済性はともに達成されるのか，それはどのよ

うなプロセスを経て実現するのかを明らかにすることにより，企業の社会性と経済性の追求

を企業の戦略の面から論じていくための学術的なベースの提供の一端に寄与していきたい。

注
（1） 一般的にThompsonは組織論者に位置づけられているが，戦略論が，組織論をベースに発達し

てきた側面があること，またThompsonの議論は，多分に戦略論的な性格を帯びていることか

ら，適切と考えた。

（2） ドメインには，Hofer他（1978）の「組織と環境との現在および予定された相互作用の程度」

といった定義もなされているが，この場合の環境とは，主に製品と市場を指している。また，

Abell（1980）は，ドメインを「顧客層」，「技術」，「顧客機能」の３次元の枠組みで定義して
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いるが，これも，製品と顧客を想定したものである。本稿で扱おうとしている，社会性と経

済性を追求する企業戦略の検討のためには，製品と市場，あるいは製品と顧客，といった，

経済的環境に限定されることのないドメイン定義が相応しいと考える。本稿では，Hofer他や

Abellといった経済的環境よりも広い環境を想定した概念としてドメインを捉えていくために，

製品や市場のドメインと区別するべく，企業ドメインと呼んでいる。
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Abstract

The purpose of this paper is to study the research methods of case study based on the 

stakeholder theory and strategic theory in order to research the corporate strategy to 

achieve social efficiency and economic efficiency in CSR (Corporate Social Responsibility).

Previous research on the theory of stakeholder and the strategy theory were reviewed and 

studied the research trend and applicability to this research. 

Relationship between corporates and stakeholders were described in chronological order, 

and organized stage classification.

Important stakeholders were identified and described their behavior.

Classification axis and the type of stakeholders were set, and the corporate strategy to 

respond stakeholders were indicated.

In addition, from the viewpoint of strategy theory, technology, enterprise domain and 

domain consensus using framework of analysis based on open system corporate viewpoint 

were examined.

As the results of the study, method of case study based on the stakeholder theory and 

strategy theory were proposed.
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